
予定

実績

予定
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団体

％

予定

実績
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予定
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区分

施策 1655

評価者 存廃判断 ＮＰＯ協働

＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

①市民活動団体 ②区民対象

市民活動団体との協働により、きめ細かなサービスが提供できている。
事務
事業
意図

行政のみでは解決できない複雑で多様な課題が多くなる一方、自らの意欲や能力を社会
や地域の中で活かすことを目指し、様々な市民活動団体が生まれている。地域活動団体に
加え、これらの団体とも協働を推進していくためには、団体に対する支援や育成が必要と
なる。

現状
と
課題

成果指標１：区内のＮＰＯ法人数（国または都の認証を受けたＮＰＯの数）、目標：21年
度までに58団体
成果指標２：市民活動に参加している区民の割合（政策・施策マーケティング調査）、目
標：21年度までに10.0％

成果
指標

平成17年度

45.00

48.00

6.60

7.20

8,462.92

60,933

平成18年度

46.00

7.40

0

区中心。区内に市民活動を支援する団体や組織が少ない現状では、区が中心となって行う
べきである。

区の
関与度合

大きい。市民活動団体は、歴史が浅く、運営基盤が脆弱な現状にあるため、区による支援
のニーズは大きい。

区民ニーズ
への貢献

向上必要。社会的課題が多様化・複雑化する中で、市民活動団体は、新たな社会貢献活動
を担う主体として期待されている。

成果向上の
必要性

容易。区民の市民活動への理解も徐々に高まってきており、市民活動についての周知活動
を推進することにより成果の向上は容易である。

成果向上の
容易性

拡充。市民活動団体の増加と活動の活発化のため、支援の一層の推進が必要である。
位
置
付
け
総
合
評
価

165501

事業ｺｰﾄﾞ 名 称 ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ(千円) 総合評価

市民活動推進（市民活動団体協働事業） 20,398

平成17年度

6

165502 勤労福祉会館管理運営（協会事業）

05040000

40,535 0

地域振興部 地域振興課

市民活動の支援

施策評価表 所属

成果指標１

[ ]

成果指標２

[ ]

成果指標３

[ ]

[ ]

平成18年度

施策

意図

【総合評価】6=拡充/5=継続/4=改善/3=再構築/2=縮小/1=廃止・休止/0=今回評価なし
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コスト分析表

年 度

施 策

所 属

期 間 ～

1655

平成17年度 平成18年度

地域振興部 地域振興課

市民活動の支援

国庫支出金

都道府県支出金

地方債

再雇用職員分

一般財源

その他

事業費

(職員数:賦課)

(職員数:配賦)

職員数合計(9)+(10)

間接費
(加算)減価償却費

(加算)金利

(加算)退職給与引当

(控除)コスト対象外

(控除)雑収入

調整額計
(13)+(14)+(15)-(16)-(17)

トータルコスト
(6)+(7)+(8)+(12)+(18)

人件費

国庫支出金

都道府県支出金

地方債

その他

一般財源

事業費

再雇用職員分

人件費

(職員数:賦課)

(職員数:配賦)

職員数合計(28)+(29)

間接費

(加算)減価償却費

(加算)金利

(加算)退職給与引当

(控除)コスト対象外

(控除)雑収入

調整額計
(32)+(33)+(34)-(35)-(36)

トータルコスト
(25)+(26)+(27)+(31)+(37)

実

績

予

定

NO

0

348

0

(1)

(2)

(3)

(8)

(6)

(5)

(4)

(13)

(14)

(12)

(11)

(10)

(9)

(7)

(18)

(19)

(20)

(21)

(22)

(23)

(24)

(25)

(27)

(26)

(28)

(29)

(30)

(31)

(32)

(33)

(15)

(16)

(17)

(34)

(35)

(36)

(37)

(38)

平成17年度

平成17年度

05040000

5,408

47,429

33,410

0

19,090

2.30

2.30

685

5,678

0

2,070

0

0

7,748

60,933

平成18年度

0

0

0

0

0

0

0

0

0.00

0.00

0

0

0

0

0

0

0

0

財
源
内
訳

直
接
費

職
員
人
件
費

調
整
額

財
源
内
訳

直
接
費

職
員
人
件
費

調
整
額

(単位：千円)

平成18年度



●施策の達成状況

●構成事務事業の施策成果貢献度 （事務事業を相対評価し、該当する位置に記載）

●構成事務事業の次年度方向性 （事務事業を相対評価し、該当する位置に記載）

施策名 市民活動の支援
担当課： 地域振興課

　平成18年５月に市民活動支援センターを開設したので、施策を構成する事業を、①市民活動団体協働事業、②市民活
動団体支援事業、③市民活動支援センター等維持管理、に整理した。次年度は、それぞれの事業を継続実施し、十分な
成果が得られるよう軌道に乗せていく。

【次年度方向性の考え方】

中

勤労福祉会館管理運営（協会事
業）

減
少

【達成度評価】

　市民活動団体との協働事業提案制度が発足し、区内のＮＰＯ法人数が増加して成果が上がっていることから、施策の
目標を達成したといえる。

事
務
事
業
の
成
果
向
上
の
余
地

小 中

向
上

市民活動支援センター等維持管理
（新規）

大

市民活動団体協働事業（新規）
市民活動団体支援事業（新規）

大

事　務　事　業　の　コ　ス　ト　の　増　減

事
務
事
業
の
成
果
の
増
減
方
向

施　策　成　果　へ　の　貢　献　度

減少 維持 増加

維
持

小

市民活動推進（市民活動団体協働
事業）


